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Abstract 

The purpose of this paper is to clarify whether the home state of the multinational 

corporation should take liability for environmental injuries caused. by activities of its 

subsidiary abroad. First, it is examined whether the host state of the subsidiary can 

claim compensation from its parent company by lifting the corporate veil. Second, it 

is inquired which theory, such as territoriality principle, nationality principle, and 

effect theory to follow the relation between the home state and the subsidiary abroad, 

is fitted for the relation of home'state and a subsidiary abroad in the context of 

International Environmental Law. Third, it is pointed out how the activities of the 

multinational corporation should be regulated from the viewpoint of the protection of 

international environment. And finally I insist that home state should construct at 

least the legal system to impose compensation on parent company for damage which 

its effectively controlled subsidiary caused within the host state.

1.は じめ に

多国籍企業(1)の 活動については、その巨大 な資本の故に、種々の問題 を提起 してきた。従来

それは、経済法の分野において、本国の国家法をいかにその活動に当てはめてい くかが問題になっ

でいた。 しか し、近年、その多国籍企業が国際環境法の分野でも問題になって きた。それは、本
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国では危険な活動のため操業基準を厳しく設定されている企業が・ζりわけ発展途上国に進出し

て企業活動をすることによっそ、概 して環境基準ゐミ低い途上国に潔境損害を引き起こす場合が出

綴 堯農繰 濡 緊 こでの鰈 こ屯?て引き樫 れ囎 聯 嚇 規模備
もちろん 、多国籍企業は民間企業であるため、国家の管理が及ぶ範囲は限 られている。多国籍

企業は子会社を世界中に展開してお り、その一つ一つの子会社は現地国家の法人になっており、

その意味では、多国i籍企業の外国子会社はその子会社が事業を展開 している受け入れ国の企業で

ある。

国際法の伝統的な考え方である領域主権か ら見ると、親会社の本国が規制できるのは本国にあ

る親会社 とその活動であり、受け入れ国にある子会社は受け入れ国の領域主権に服ナることにな

る。(2)受 け入れ国の子会社が環境損害を引 き起 こした場合、受け入れ国側で処理 しなければな

らず、親会社の本国には何 ら責任がない ことたなる。

しか ㌃、多国籍企業が世界的な規模で展開 している今日、親会社本国は外国子会社に対 して何

らの規制 もで きないのであろうか。 また、受け入れ国は親会社本国に何 らの請求 もできないので

あろうか。親会社本国と外国子会社 との間に非領域的 ・機能的 リソクによる紐帯を設定 し、親会

社本国の実効的管理を外国子会社に及ぼす考 えも出てきていることから、ここで親会社 と外国子

会社の関係、親会社本国と外国子会社 あるいは、親会社本国 と受け入れ国との関係、さらに、国

際環境法の枠組みにおける親会社本国の責任 を再考 してみたい。

(1)多 国籍企業 とは 厂それを構成す る個々の法人は特定の国家の法律に基づいて設立 されては

いるが、共通の管理、財政上のコソ トロールにより結合 され、結合 された政策を遂行す る複

数の法人 グループから成 っている」(1987年 アメリカ対外関係法第三 リステイ トメソト213条)

企業 ど一応定義 してお く。

(2)た とえば、SumitomoInc.v.Avagliano事 件 に関する1982年 の米国連邦最高裁判所判

決では、原告が日本法人である親会社 ・住友の全額出資による住友の子会社であって も、そ

れが米国で設立 された米国法人であ ることか ら、人権保護 上で、 日本法ではな く米国法

(1964年 のCivilRightsAct上 の差別撤廃条項)の 適用があるとした。広瀬善男、「国家法

の域外適用 と国際法」『国際関係法の課題』(1988)、 有斐閣、315頁 。457U.S.176(1982)

2.多 国籍企業が引き起こした環境損害事件に見る傾向性

こ こ で は 、 次 の4つ の 事 件 、 す な わ ち1976年 の イ タ リア 。セ ヴ ェ ソ に お け る ガ ス爆 発 事 故 、

1984年 の イ ソ ド ・ボ パ ー ル の爆 発 事 故 、・1985年 のARE事 件 、1978年 の ア モ コ ・カ ジ ス号 事 件 を

取 り上 げ 、 そ こで使 わ れ た 法 人 格 否 認(1ifting・thecorporateveil)の 法 理 を述 べ る。

(1)セ ヴェソガス爆発事故(1)

この事件は、イタリア、メダにあるICMESA社 で トリクロロフェノール(trichlorofenol)

生産装置の安全弁が爆発 し、ダイオキシソを含むガスが発生 し、セヴェソなど広範囲にわたる

地域が汚染された事件である。

ICMESA社 はイタリア国籍の会社であるが、1976年 にスイスの3つ の会社が当該会社の株
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式を所有 した。Givaudan社 が約46%、HoffmannLaRoche社 が約30%、Dreirosen社 が約24

%で あるが、Givaudan社 は実質的にHoffmann:LaRoche社 が支配 していた。ICMESA社 の

社長はGivaudan社 の取締役を兼ねており、 トリクロロ、フェノールの生産 は親会社の決定に基

づいてなされ、また、意思決定 ・生産 ・企業戦略等、経済的な意味での統一性が親会社 との間

で保たれていた。

この事件では、原告は裁判を選ばず、和解による解決を選んだ。その理由として、被害者の

早期救済の観点から被告住所地スイスでの裁判を避けたかったこと、イタリア ・スイス間の民

事 ・商事判決の承認執行に関す.る条約によりイタリアで裁判 して判決が出ても、イタ リアの裁

判所が同条約に規定 された 「管轄裁判所」 として認定 され るかどうか問題となることが挙げ ら

れている。そこで、法人格否認の法理により親会社の責任を追及 してい くために裁判外での解

決を選んだと思われるσ

結局 この事件については、まず、事故を起 こしたイタリアの子会社 と、これを資本上 ・経営

上、実質的に支配 しているスイスの親会社の間で、補償に関 して親会社が全責任を負 うとい う

内容の合意を行ない、これにイタリアの国家 と州が同意を表明する、 とい う形が取 られた。 こ

うして、イタリアの国家と州を一方当事者とし、親会社及び子会社を他方当事者とす る和解協

定が結ばれ、国家と州に補償金 が支払われて紛争の主要な部分は解決 された。

(2)イ ソ ドボパールのガス爆発事故(2)

この事件は、1984年12月2日 夜半から3臼 未明にかけ、中央イソ、ドに位置す るマ ドゥヤ ・プ

ラデ ェシュ州都 ボパールにおいて、ユニオソ ・カーバイ ド社(UC)の 子会社イソド・ユニオ

ソ ・カーバイ ド社(UCIL)の 農薬プラソトから猛毒のイソシアソ酸 メチルが漏出 し、付近の

スラム地区から市内の人口密集地区へと漂流 し、約2千 人が死亡 し、約20万 人が健康被害を受

けたと推定 される事故である。

1986年5月12日 、アメリカ連邦ニューヨーク南地区裁判所はボパール事故被害者のUCに 対

する損害賠償訴訟についてアメリカの裁判管轄権を否定 した。 ついで1987年1 ,月14日、連邦第

2巡 回控訴裁判所 もその判断を支持 した。

それを受けて、1989年2,月14日 、イソド最高裁判所はUCと 全被害者を代理するイソ ド中央

政府に和解を勧告 し、両者がこれを受諾 した。

インド側がなぜアメリカの裁判所へ訴を提起 したかとい うと、賠償資力の乏 しいUCILで は

な く、遙かに大 きな賠償資力のあるUCの 賠償責任を問 うとともに、工場からの有害物質によ

る被害については厳格責任を認めるアメリカ法のもとで有利な判決を得ることにあった。

原告側 のインドは、一体的多国籍企業と してのUCILの 支配を通 じて、UCは 子会社の行為

について責任を負 うべきであり、その責任に関する証拠は企業上の決定の中心地であるアメリ

カに存在するか ら、本件については米国の裁判権行使が認め られるべきであると主張 した。

しか し、本件を併合 して審理 した連邦地裁 は、 フォーラム ・ノソ ・コンヴィニエ ソス

(fonlmnonconveniens)の 法理の適用により、本件はイソドの裁判所で審理すべきものと

判断 し、米国はその裁判管轄権の行使 を控えるべきものとの却下の決定を行 った。

その際、連邦地裁は3つ の条件を決定 した。すなわち、第1に 、UCが 、イソドの裁判管轄

権に服す ること、第2に 、同社は米国運邦民事訴訟に基づ く証拠開示手続を遵守す ること、第

3に 、UCは イソド裁判所の判決 ・決定を履行す ることである。 また、それは連邦控訴審で も
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支持 された。そ して、地裁で付けられた3条 件の うち、UCが イソ ドの裁判管轄権に服すると

いう条件によって、イソドで裁判が行われることになった。

本件は1989年2月14日 、イソド最高裁の和解命令を受けて、UCが 補償金を支払い、決着を

みた。

親会社本国での裁判管轄権行使は実現 されなかった ものの、親会社は、自国の裁判所の付 し

た条件 に基づ き、イソドの裁判管轄権に関する限り、法人格独立性の主張によってはこれを回

避することがで きな:かった。

ちなみに、UCは 、子会社であるUCILに 対 して50.9%の 株式を保有 していたが、子会社は

1934年 に設立 されて以来、爆発事故を起 こすまでの50年 間、ある程度 自律的に操業されていた

ことが認め られる。例えば、米国人従業員は操業準備が完了 した1982年 以降、ボノく一ル工場で

は働 いていない こと、同工場の設計 について も、UCは 基本デザイソを移転 したのみで、実際

の工場建設はUCI:Lの 管理下でなされた こと、 さらに、この事故の原因は、従業員の安全規則

に違反する操作による人為的な ミスであること、などが指摘 されている。

(3)マ レーシアARE事 件(3)

マ レーシア ・エイシアソ ・レア ・アース(ARE)社 は、三菱化成が35%出 資 して設立 され

た現地法人である。ARE社 はテ レビなどの蛍光体に使われる希土類(レ ア ・アース)を モナ

ザイ ト鉱石から抽出 していた。この希土の抽出後のi残土として、 トリウム232と い う放射性物

質を14%含 む廃棄物が多量に発生す る。 この廃棄物 をARE社:は 、工場裹の池等に不法投機 し

ていた。

これについて、住民はこのようなず さんな放射性廃棄物の投棄によって、周辺住民の健康被

害が発生 したとして、ARE社 の操業停止と損害賠償を求めて裁判所に提訴 した。1992年7月 、

イポー州高裁は、住民の訴えを認容 したが、1993年12月 最高裁では、訴えを棄却 した。

高裁は、英米法のネグリジェソス(過 失)不 法行為、 ライラソズ対 フレッチャー法理、プラ

イベー ト・ニューサソスを用いて、ARE社 の廃棄物管理には過失があったが、直接損害の証

拠がないのでネグリジェ:ソス(過 失)不 法行為は成立 しないが、他の2つ の法理によって、操

業を差 し止められるとした。

しかし、最高裁は、高裁がARE社 の従業員の不正操作 に関 して事実誤認をしたこと、また、

ARE社 は、原子力許可法に基づ き、通産省 と原子力許可委員会の発布 した免許によって操業

しているので、監督庁に免許の取消をさせるのは原告たちがすべきことであると判示 した。

これらの判決は、ARE社 の親会社 に責任 を追求 してはいないが、ARE社 のように出資率が

50%に 満たない場合であっても、人事や経営上のノウハ ウ等を通 じて、あるいは、工場の設計

や運用 ・技術 ・原材料の調達や製品の販売 といった種々の面で、親会社による経営上の実効的

な支配関係が仮 に認 められ、かつ、その支配関係に基づいて一定の指示が行なわれていた結果

として、主張 されたような住民の被害が立証 されたならば、 この親会社に対する法的責任追求

の可能性 も考えられないわけではない。 もっとも、本件については、マレーシア最高裁;が1993

年12月23日 の判決でARE社 による不法行為 の存在 自体 を認容 しなかったので、親会社の責任

問題 まで進展す ることはなかった。(4)
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(4)ア モコ・カジス号事件(5)

本事件は・大型 タソカーアモ コ・カジス号が1978年3月 フラソスのブル ターニュ海岸付近で

座礁 し、その結果約23万 トソの原油が流出 してフラソスに多大な損害を与えた事件である。

アモコ ・カジス号の名 目的所有者はアモ コ・トラソスポー ト(リ ベ リアの法人)で あるが、

実質的所有者は、親会社のスタソダー ド石油会社(米 国イリノイ州法人)で あった。

本件の場合、油濁損害についての民事責任に関す る1969年 のブラッセル条約9条 によると、

管轄裁判所は、被害地すなわちフラソズの裁判所となる。 しかし、この条約では責任限度額が

少額であったため、原告であるフラソスは、ブラッセル条約に参加 していない米国の裁判所、

つまり被告スタソダー ド・グループの本拠地であるイ リノイ州の連邦裁判所に訴えを提起 した。

連邦地裁は、米国の海事裁判管轄権 に基づき、可航水域における不法行為として、その管轄

権を容認 した。 また、アモコ ・カジス号の建造にあたったスペイソのアスティエロス造船会社

に対す るスタソダー ド側の求償権に関する訴訟について も、被告側から出されたフォーラム ・

ノソ・ユソヴィニエソスの申立を排 して、イリノイ州の ロソグ ・アーム ・スタチュー トの適用

により、同裁判所の管轄権行使 が認められた。 この事件では、アメリカの裁判所は、企業の一

体性を根拠に真正面から親会社本国での裁判管轄を認めた。

アモ コ・カジス号の名 目的所有者である トラソスポー トや、その運航を担当 していたアモコ・

イソターナショナルはいずれも、スタソダー ド石油会社がその株式の100%を 保有する子会社

であるばかり.でなく、日常的な業務遂行において、親会社 と子会社の間の垣根は全 くないとい

う状態であったので、裁判所は 「スタソダー ド石油会社がその子会社であるアモコ ・インター

ナショナルおよび トラソスポー トに対 して、これらが単にスタンダー ドの下部組織にす ぎない

と見なされるような形 で コソ トロールを行使 していた」と認定 した上で、厂石油製品の生産 ・

運送 ・販売を系統的に子会社を通 じて行 う統合 された多国籍企業 として … スタソダー ドは、

その子会社の不法行為について責任を負 う」 と判示 した。

アモコ ・カジス号についても、その設計 ・建造 ・運用 ・維持 ・修理 ・船員訓練などすべての

側面について、スタソダー ドが直接関わっていたことが証明されているほか、同船の操舵機関

が故障 してか ら座礁 ・大破するまでの9時 間余の間、船長は継続的にシカゴのスタソダー ドの

事務所と無線で連絡をとって指示を受けていた。

そ うした観点から、本件では、アモコ・カジス号の油濁損害に対 してスタソダー ド石油会社

は親会社 として賠償責任 を負 うものとされた。(6)

(5)法 人格否認の法理

上記一連の事件では、親会社や子会社の民事責任の追求のみがなされ、親会社の本国の責任

は問われることがなかった。また、親会社の責任を追及す ることによって、子会社だけではま

かないきれなかった賠償額 を取ろうとした。そこで、使われた理由付けは、法人格否認の法理

であった。

そ こで、法人格否認の法理が多国籍企業の活動によって生 じた環境損害にどのように関わっ

ているかを以下みてい く。

法人格否認の法理は、アメリカ法や ドイツ法において発展 してきた法理であり、実効的な経

営支配の有無を基準として親会社 と子会社 とを別々の法人と見ないで、子会社の法人を否定 し、

子会社は親会社 と一体の法人 として扱 うという考え方である。
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多国籍企業の関わる環境損害について見ると、それが直接には子会社の行為に起因するもの

であっても、親会社 がその資本所有ない し経営支配を前提 として、具体的な行為や措置をとっ

たことが損害の発生に寄与 している場合には会社法人格否認の法理を適用 して、親会社の責任

を追及 してい くことがで きることになる。(7)

村瀬教授は、最近 は子会社の地位 をsubstantiallyownedcorporationと して、資本の所有

関係で捉 えるよりも、effectivelycontrolledcorporationと して、実効的な経営支配の有無を

基準 として重視することゐミ多 くなっているとし、環境損害に関わる企業活動については、特に

この後者の面が問題 となると述べる。(8)

さらに、同氏は、企業責任の捉え方として、多国籍企業における会社間の結合関係 だけで捉

えられるか(状 態規制説)、 親会社が具体的な加害行為に加坦 していることの証明を必要とす

るか(行 為規制説)が 問題 となるが、環境被害の場合、後者の法的構成を要求す ることは、被

害者保護の観 点から困難であるとしている。(9)

そ して、立法論 としては、被害者保護の観点から、少な くとも大規模な環境損害事件の場合

には、有効な開示規制や立証責任の転換等の特別の手当が求め られようと述べている。(10)

また、同氏は、民事責任の履行確保のために、大規模災害においては、セヴェソ、 ボパール、

アモコ ・カジスなどの事件のように、被害者側の国家が紛争の当事者 として参加 していること

は注 目すべきことで、このような国家による関与が多国籍企業に起因す る大規模環境損害につ

いて、これを単なる民事上の問題から、国際法が直接関わる問題に転換 させて きている契機に

なっていると思われ ると言っている。(11)

(1)TullioScovazzi、"IndusthalAccidentsandtheyeilofTransnationalCo】 ⊂porations"

IntemationalResponsibilityforEnvironmentalH:arm,Graham&Trotman(1991)、pp

397～403。 村 瀬 信 也 「国 際 環 境 法 に お け る国 家 の 管 理 責 任一 多 国 籍 企 業 の 活 動 とそ の 管 理 を

め ぐ って 、 国 際 法 外 交 雑 誌 、第93巻 第3・4合 併 号 、 国 際 法 学 会(1994)、140頁 参 照 。

(2)Scovazzi、op.citpp403～413。 ボ パ ー ル判 決 文 、251LM771、p771。 新 美 育 文 「イ ソ ド・

ボパ ー ル の ガ ス 漏 出 事 故 と被 害 者 救 済 」 ジ ュ リス トNo936(1989・6・15>、84頁 。 村 瀬 、 前 掲

論 文 、134～135頁 。DavidDembo,WardMorehouse,andLucindaWykle,ABUSE

OFPOWER-SocialPerformanceofMultinationalCorporations:TheCaseof

UnionCarbide一,NewHorizonPress(1990)参 照 。

(3)中 川 涼 司 「マ レー シ ア ・ARE事 件 イ ポ ー 高 裁 判 決 文 」 鹿 児 島 経 済 大 学 地 域 総 合 研 究 所

(1993.3)、p53。 北 沢 義'博 ・小 島 延 夫 ・上 柳 敏 郎 「わ が 国 企 業 の 海 外 活 動 と環 境 問 題 一

ARE事 件 マ レー シ ア高 裁 判 決 の 教 訓 一 」NBLNo.517、p20。 信 澤 久 美 子 「マ レー シ ア

ARE事 件 に つ い て 一 放 射 性 廃 棄 物 投 棄 事 件 を め ぐ っ て 一 」 法 学 新 報 第13巻 第11・12号

(1997)、283頁 。 村 瀬 、 前 掲 論 文 、140頁 参 照

(4)村 瀬 、 前 掲 論 文 、140頁

(5)Scovazzi、op.cit.pp413～421。 拙 稿 「海 洋 油 濁 事 故 と民 事 責 任一 ア モ コ ・カ ジ ス 号 事

件 を 通 して 一」 明 治 大 学 大 学 院 紀 要 第25集(1)、1988、129頁 参 照 。

(6)"TheAmocoCadiz",U。S。DistrictCourt,NorthernDistrictofIllinois

EasternDivision,April18,1984,LIoyd'sLawReports1984,voL2,pp337～338Q

村 瀬 、 前 掲 論 文 、136頁
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(7>村 瀬 、 同138頁

(8)同 、137頁

(9)同 前

(10)同 前

(11)同 、138頁

3.親 会社本国と外国子会社間の関係を理論づける考え方

渉外事件における法の適用に関する国際法上の基本原則を宣言 した1987年 のアメリカ対外関係

法第三 リステイ トメソトによると、一般に 「国家が法的規制を及ぼ しうる」基礎として、すなわ

ち、国家管轄権行使の基礎として、属地主義、効果主義、国籍主義、保護主義を挙げている。

リステイ トメソMO2条 では 厂(1)国 家は、403条 の制限の下で、次の事項につき規律す る管

轄権 を有する」として、「(a)す べての又は主要な部分が領域 内でなされる行為、(b)領 域 内

に所在す る人の身分又は領域内に所在す る物に対する利益、(c)領 域外でなされる行為であっ

て、領域内でその実質的効果を生 じているもの、又はそのような効果 を生 じることを意図 したも

の」(1)と規定 している。 これらは、属地主義による管轄権の行使を述べてお り、とりわけ、C

項は、効果主義 と言われる。

ついで、(2)で は、「領域内外 における自国民の行為、利益、身分又は関係」という国籍主義

を規定 し、(3)で 、「自国民以外の者による領域外の行為で、自国の安全又はその他の限 られた

種類の国家利益の侵害に向けられた もの」 とい う規律管轄権の特別な基礎となる保護主義を述べ

ている。(2)

しかし、これ らの国家による管轄権の行使は相当性の原則に従わなければならない ことになっ

ている。人又は行為に対す る管轄権の行使が相当であるかどうかを判断する要素 として、403条

2項 には8つ の要素が挙げられ、すべての関連する要素を事案に応 じて斟酌することによ り決定

するとしている。(3)それは、

(a)行 為と、・それを規制する国家の領域 との結びつ き、すなわち、行為が国家の領域内でな

される程度、又は行為が領域に対 し、若 しくは領域内で実質的、直接的かつ予見可能な効

果を生ぜ しめる程度、

(b)国 籍、居所又は経済的活動のような、規制する国家と規制される行為に主 として責任を

負 う人 との関連、又は国家 とその規制により保護 されるべき人との関連、

(c)規 制 される行為の性格、規制する国家にとってその規制が有する重要性、他国がその行

為を規制する程度、及びその規制が一般に望 ましいとして受け入れ られる程度、

(d)そ の規制 によって保護され、又は損なわれる正当な期待の存在、

(e)そ の規制が政治的、法的又は経済的な国際秩序 にとって有する重要性、

(f)そ の規制が国際秩序の伝統 と一致 している程度、

(g)他 国がその行為を規制することに対 して有する利害関係の程度、

(h)他 国の規制 と抵触する蓋然性、である。

さらに、(3)で は 「2つ の国家がともに人又は行為に対 して管轄権を行使す ることが不相当

とはいえない場合において、これらの国家による規律が互いに抵触するときは、いずれの国家も、

前項に掲げるものを含むすべての関連す る要素を考慮 して、管轄権を行使することに対 して有す
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る自国と他国の利益を同様に戡酌する義務 を負う。国家は他国の利益が明らかに大 きい ときは他

国に譲歩 しなければならない。」 と規定 している。

これらのリステイ トメソ トをふまえて属地主義、属人主義、効果主義の考えを以下述 べるζと

とする。

(1)領 域主権に基づ く管理責任の考え方による理論付け

私人の行為については、その私人が所在する領域国に管理責任が課 される。 これは、 トレイル

熔鉱所事件仲裁判決で述べられた、「事態 が重大な結果 を伴い、かつ、煤煙による侵害 が明白で

確信的証拠により証明され る場合には、いかなる国 も、他国の領域またはそこに在る人命 と財産

に対 して この種の侵害を与えるような方法で、自国の領域を使用 しまたはその使用 を許す権利を

もたない」とい う今日では確立 している原則である。 これは、領域内の私企業による重大な煤煙

排出を黙認 している国は、国際法上の義務の履行につき、「相当の注意」の欠如により、国際責

任を負わなければならないことを認めた ものであり、いわゆる 「領域使用の管理責任」が国家に

課される。

したがって、私企業の行為については、その私企業が所在する領域国に注意義務が課 されるこ

とになるので、私企業が他国の法人格を得た場合には、私企業の責任はその国の領域主権の下に

置かれる。それゆえ、多国籍企業め子会社は、法律的には受け入れ国の現地法人になっているた

め、経営支配の中枢たる親会社の方は、領域原期に基づ く管理 と責任の国際法規則の適用を免れ

ることにな:るo(4)

(2)属 人主義の考え方による理論付け

多国籍企業に対 して、国際法上国家の管轄権を行使する場合の基礎 として属人主義と しての国

籍主義を挙げることがで きる。

ここでは、外国子会社の活動に対 して、多国籍企業の親会社本国は、国際法上どこまで法的規

制を及ぼす ことができるか、子会社の所在を基礎として、受け入れ国は国際法上どこまで多国籍

企業の親会社又は統一体全体 に法的規制を及ぼしうるか、が問題となる。(5)

アメリカの リステイ トメソ トを例に挙げてみよう。(6)

414条 の(1)は 、「国家は第441条 の定めに従 うことを条件 として、 自国の法に基づいて設立

された会社の外国支店の活動 に関 して、限定 された目的の範囲内で規律管轄権を行使することが

できる。」と規定 し、(2)で は、「国家は、外国法に基 づいて設立 された会社が当該規制国家の

国民により所有又は支配 されていることを理由として、その会社の活動 を通常は規律することは

できない。ただ し、第441条 に従 うことを条件 として第403条 により、国家が限定 された目的の範

囲内で関連外国団体の活動に関 して次のいずれかの方法により管轄権を行使することは、不相当

とされない場合がある。」として、「(a)統 一会計、投資家への開示、又は多国i籍企業の合同租

税申告書の作成等の事項に関 し、親会社への命令による方法、(b)例 外的場合には、次に掲げ

る要素を含むすべての要素を考慮 して、親会社又は子会社に対する命令 による方法⊥を挙げ、さ

らにその方法 として、「(i)そ の規制が、管轄権を行使する国家の重要な国家利益 を促進する

ための計画の実施に関 して持つ重要性の程度、(五)そ の規制が一部をなす国家の計画が、外国

の子会社 にもその規制 を適用することによってのみ効果的に遂行することが可能となる場合のそ

の効果性の程度、(iii)そ の規制が、子会社が設立 された国の法律又は政策と抵触するか又は抵
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触のおそれがある場合のその程度」を挙げている。

本条は、多国籍企業が一国だけの国民ではなく、また、その活動は一国の領域に限定 されない

とい う意味において、402条 の伝統的な管轄権の基礎にはそのまま当てはまらないとい う認識を

示 しているが、他人の所有及び支配 による連結が国籍による連結と類似 していると考え られ るの

で、国家はやはり国籍主義の基盤 に立って多国籍企業 に対 しても規律管轄権を行使することがで

きるものとされる。

しか し、多国籍企業の外国支店 と子会社 とでは、親会社国の管轄権行使の程度が違 う。

第1項 により、多国籍企業の子会社が受入国内で設立 されて親会社 とは別法人になっているの

に対 して、外国支店はその必要がないのでその分、国籍 を基礎 として親会社国は外国支店に管轄

権を及ぼ しやすい。

それに対 して、第2項 では、外国子会社が当該規制国家の国民により所有又は支配されている

という理由で、親会社国が外国子会社の活動 に対 して、通常は管轄権を行使 しえない。子会社が

外国で設立され、その国の法律の下に置 かれるということは、親会社の管轄権の行使を制限する

ことになるからである。

しかし、受け入れ国が外国資本の会社 を自国の法律の下に置 くといって も、親会社国のすべて

の権限を奪 うことはできない。それは、逆 に、企業 も外国で設立することによって親会社国のす

べての規制権限から逃れることはで きない ことを意味す る。

i親会社国は、414条(2)で 示 された、輸出入、外国為替取引 ・外国への信用供与、国際投資

等国際取引に関する活動について、管轄権を行使することができる。

しか し、労働関係、衛生安全に関す る行為、または、地域的環境の保護管理等のような主 とし

て地域的な活動に対 して親会社国は一般的に管轄権 を行使できないことになっている。

環境損害の文脈から言えば、地域的環境保護に関する子会社の活動には親会社国は管轄権を及

ぼし得ず、また、子会社の国際取引 きに関する活動に限定 された分野のみ親会社国が管轄権を行

使できることから、国籍主義を基礎とした親会社国の管轄権行使 は子会社が引き起 こした受け入

れ国の環境損害に対 しては効果ある対策はとれないこどになる。
一方、子会社国による外国親会社に対す る管轄権の行使については、414条 の条文 にはないが、

その注釈hに おいて、関連会社間の所有又は支配の結びつ きを根拠 として、一体化 された外国の

多国籍企業に対する受け入れ国の管轄権行使 を認めているので、法人格否認の法理により受け入

れ国が親会社に自国における子会社が引 き起 こした環境損害に対 して損害賠償を請求できること

になる。

(3)一 国の独禁法を域外適用す る際にとられる効果理論

外国での企業行動が自国の市場経済に深刻 な影響を及ぼす事態が発生 しているか ら、 とりわけ

独禁法の分野で、効果理論による域外適用がなされる。

アメリカでは、1945年 のアル コア判決(7)以来、効果理論が定着 している。EUに おいて も、

1984年 のウッドパルプ事件判決(8)は、属地主義の拡大解釈をとったが、限 りな く効果理論 に近

い考え方を示 した。

アメリカの対外関係法第三 リステイ トメン ト402条の規定によると、効果主義 とは、「領域外で

なされ る行為であって、領域内でその実質的効果を生 じているもの、又はそのような効果 を生 じ

ることを意図 したもの」とされている。
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その効果理論の意味するところは、ある程度以上の競争制限効果を自国領土内に生 じさせる外

国企業の行為に対 して、自国独禁法の管轄権を認めることにある。

独禁法の域外適用についてアメリカは、域外 における米国独禁法に違反する行為が、「直接に

アメリカ市場に効果を及ぼすことを意図 し、その結果実質的な損害を発生させ、かつそれが予測

可能である」場合には、域外適用が正当化で きると主張 してきた。(9)

域外適用についてはリソクとい う考え方が重要視 されているが、その理 由は、ある私人の行為

をいずれの国が規制す ることが主権の相互尊重や行為の実効的な規制にとって妥当であるかとい

う問題であり、その管轄をその私人が属する国家が負 うことになる。

奥脇教授は、「もっとも独禁法以外の分野において、少な くとも自国民が実効的に支配す る企

業が域外 の子会社を通 じて単に本国の国家法の公法的規制を回避するだけでなく、積極的にこれ

を無効化 したり、あるいは国内法秩序を侵害す る行為 を行なう場合に、国家が何 もできないとい

うのはいかに もおか しい。」 「こうした 「効果」を通 じて 「経営意思」の国内法からみた不当性

が明らかである場合には、その企業活動が物理的には国家の領域外でなされているに拘わらず、

なお 「土着」のものであり続けているようにみなして国内法を域外適用す る可能性を完全に否定

す ることはできない。」(10)と述べる。そ して、例 として、「域外での活動が国境を越えて本国に

具体的な環境損害を発生させ ることが予見可能であるにもかかわらずに、隣…接国に子会社を設立

して操業 を行なうような場合」を挙げている。(11)

しかし、独禁法の分野で発達 してきた効果理論を外国子会社が受け入れ国で引き起 こした環境

損害の問題 に当てはめることがで きるのであろうか。前述 したとお り、独禁法上の効果理論は自

国市場に効果を及ぼすことを意図 し、その結果、 自国に実質的な損害 を発生 させ、かつそれが予

測可能である場合にとられることがその理論の本質であるので、多国籍企業の外国子会社が引き

起こした環境損害に効果理論を拡張 したとすると、親会社国にどのような実質的な損害を発生 さ

せることになるのであろうか。

(1)国 際法外交雑誌、第88巻 第5号(1989)、80頁

(2)同 前

(3)国 際法外交雑誌、第88巻 第6号(1990)、60頁

(4)村 瀬、前掲論文、143頁

(5)松 岡博 「多国籍企業の法的規制」国際経済法第4号(1995)、14～20頁

(6)国 際法外交雑誌、第89巻 第1号(1990)、83頁

リステイ トメソ ト441条は次の通 りである。「外国国家強制」「(1)原 則 として、国家 は、

次に掲げる作為又は不作為を人 に対 して強制することができない。(a)他 国の法律若 しく

はその者の国籍国の法律 により禁止 される行為を当該他国で行な うこと。(b)他 国の法律

若 しくはその者の国籍国の法律により強制 される行為を当該他国で行なわないこと。(2)

原則 として、国家は、 自国内で、次に掲げる作為又は不作為を外国国籍を有す る者に対 して

強制することができる。(a)あ る行為がその者の国籍国の法律により禁止 されている場合

であって も、その行為を行 なうこと。(b)あ る行為がその者の国籍国の法律により強制 さ

れている場合であって も、その行為を行なわない こと。」国際法外交雑誌第89巻 第3・4号

(1990)、146頁

(7)米 国企業 とカナダ企業が米国外において結成 した米国市場向けのカルテルに関 して、米国
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独禁法(反 トラス ト法)を カナダ企業 に適用することを認めた判決。 この判決以後、米国の

裁判所と政府機関は、効果主義による域外適用を一貫 して実施 してきている。小原喜雄 厂域

外管轄権の不当な行使の抑制方法 としての抵触法的アプローチの意義 と限界」国際法外交雑

誌第88巻 第4号(1989)、10頁 。滝川敏明 「独禁法の域外適用一摩擦要因と調和への展望一」

国際経済法第2号(1993)、3頁

(8)域 外国(北 欧と米国)の 企業がEC域 内への輸出価格を協定 した事件。子会社などの拠点

が域内に存在 しなかったので、EC委 員会は初めて効果主義のみを根拠として域外企業に競

争法を適用 した。 この委員会決定がEC裁 判所に上訴され、委員会の効果主義による域外:適

用の合法性をEC裁 判所が審査することになった。EC裁 判所判決は委員会決定を支持 した

が、効果主義ではな く、属地主義の拡大 した解釈 をその根拠とした。 しか し、EC裁 判所判

決は、域外企業が域内に直接輸出 してい る場合には、常に「協定を域内で実行 した」と見なせ

るとの基準を示 したもので、その意味では属地主義とは言っても、限 りなく効果主義に近い。

滝川、前掲論文、5頁 。

(9)奥 脇直也 「企業の国際的事業展開と地球環境保護」国際経済法第4号(1995)、80頁

(10)同 、82頁

(11)同 前

4.国 際 環境 保 全 の観 点 か ら見 た多 国 籍 企業 の活 動の規 制

(1)ス トックホルム人間環境宣言と国家の 「管理責任」

最近、親会社の企業責任を、さらに何 らかの形で、その本国が、国際法上の国家の責任におい

て保証 してい くのでなければ、企業責任の履行を確保することは困難だ と指摘 されている。海外

における企業活動についても、受け入れ国の国内法制が不充分な場合が多いとい うこともあって、

やはり親会社の本国が現地の子会社に対 して何 らかの規制を及ぼすよう求められており、 しかも

それは国家の国際法上の義務として捉えるべきものとも主張 されている。(1)

そ うした主張の根拠の一つとして挙げ られているのが、ス トックホルム人間環境宣言原則21で

ある。そこには、「各国は、自国の管轄権 または誉理の下の活動が、他国または自国の管理の外

の区域の環境 に損害を与えないよう確保する責任を負 う。」と定めてい る。

この規定の中の 「管轄権または管理」とい う文言に対 して、本来、「管轄権」 とは領域的管轄権

を指 し、「管理」 とは、船舶の旗国や航空機 の登録国などの場合の属人的管轄権を指す ものと考

えられて きたが、最近 、「管理」の概念が 「事実上の実効的管理」を含む形で拡張 されて きてい

る。そ して、今 日では、「管轄権」とともに 「管理」も国家の保証責任の 「独立かつ充足的な基

礎」 として捉え られるようになってきている。そこから、多国籍企業の親会社国が、外国子会社

に対する 「管理」の実効性を根拠 に、保証責任を負 う方向性が認められ る。(2)

(2)無 差別原則

無差別原則 とは、「国家は、単にその領域内で他国の環境に有害 となる活動 を抑止するとい う

消極的な義務を負 うだけではなく、この活動 の結果 として他国に生ずるおそれのある環境上の危

険と侵害について、これを内国で生ず るものと同等 に扱 う積極的な義務 を負 う」(3)とい うもの

である。
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具体的な内容 として、①他国において不法妨害(ニ ューサソス)を 生 じさせるような活動 に対

しては、国の許可を要することとし、国内において適用されるのと同一の規準で行政的に規制す

ること、②域外の外国人被害者の権利を保護す るため、行政手続上の当事者適格や出訴資格 を平

等にみ とめること(4)な どが挙げ られている。

無差別原則を最初に明記 した条約は、1976年 に発効 した北欧環境保護条約である。

同条約2条 には、「環境上有害な活動を許認可 し得 るか否か考慮す るに際 して、かかる活動が

他の締約国内に惹 き起 こすか又はそのおそれのあるニューサソスは、当該活動が行われ る国にお

けるニューサソスと同等の ものとして扱われなければならない。」 と、無差別原則を導入 してい

る。

これは、「各国内法が定める環境保護基準の同一化 とその適用の均等化をはかるとともに、域外

の外国人被害者に対 して、行政手続上の当事者適格や出訴資格を平等に認めようとするものであ

る」。(5)

結局、越境環境損害を防止 し救済す るための解決方法 として、無差別原則は、「国家間の請求

提起を介することなく、被害者個人に対 して直接に汚染者負担原則の実現を保障するための、国

内司法 ・行政 レベルに移行 した解決方式」である。(6)

越境損害に関する第一次的な責任(liability)に ついて、 「これを国際法主体 としての国家に

ではな く当該の原因活動 ・産業の運用管理者に帰属 させ、国内法上で直接にその責任を追及する」

(7)方 が実質的な解決方法であ り、そのためには、無差別原則を導入することが必要となる。

しかし、同原則はこれまでのところ、「環境保護に関する共通の歴史的な基礎に基づ く国内法

制 をもつ国相互間で、特定地域 に限定 して適用 される場合が多く、なお普遍的に適用される国際

法の構成部分になっているとはいい難い」(8)とい うのが現状である。

1974年 のOECD越 境汚染原則勧告の附属書に も無差別原則 が述べ られているが、その内容 とし

て(a)越 境汚染者は、自国内で適用 されるのと同等の厳 しさの実定法規 に服すること、(b)

越境汚染に適用 される基準は、 自国内で許 され る汚染 レベルを越えないこと、(c)汚 染者負担

の原則 を採用す る国は、その原則を自国 ・他国のいずれを汚染 したかを問わず、すべての者に適

用す ること、(d)越 境汚染の被害者は、相手国内の被害者 より不利に扱 われないこと、が挙げ

られている。(9)

村瀬教授は、無差別原則が一般国際法上の原則 として確立 していけば、国内環境法の域外適用

が正当化 されるばかりか、む しろ国家の義務として観念 されてい くだろうし、「少なくとも、多

国籍企業 による環境破壊について、自国が実効的管理を及ぼ しうるに も関わらず適切な措置をと

らず、そのために大災害を引 き起 こしたとい うような場合には、国家はその不作為について、責

任を負 うことになりうる」と述べる。(10)

さらに、最近では、途上国企業 も国際的な生産工程規制を受けるようになってきているので、

環境基準の均等化、すなわち無差別原則の基盤が徐々に整備されてきているとみている。(11)

それでは、この無差別原則を外国子会社の活動から生 じた環境損害事件にそのまま当てはめる

ことがで きるであろうか。

無差別原則によって外国子会社の活動の結果生 じた環境損害に、親会社の本国法、とりわけ国

内環境法が受け入れ国に域外適用 されることは、受け入れ国の主権 との関わりで問題が残 るd無

差別原則が外国子会社の活動の結果生 じた環境損害に適用 されるためには、各国による環境保護

に関する共通利害関係の確保が前提 とならなければならないので、現状 としては外国子会社 の環
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境損害事件に一般国際法上の原則として無差別原則を機能 させることは容易ではないと思われる。

ただし、司法上の管轄権 として、外国子会社受け入れ国の被害者が親会社を訴えるために親会社

本国で訴訟を提起で きうるように当事者適格や出訴資格 を親会社本国が認めることは比較的容易

であろうし、立法上の管轄権 として、自国に親会社がある多国籍企業にその外国子会社 も含めて

環境基準を遵守させることは可能であろう。

(3)環 境と開発に関する国連会議(UNCED)の 諸原則 と域外適用の困難性

奥脇教授は、UNCEDで 採択 された地球環境保護の諸原則は、「環境一般への危険 と結びつい

た自国領域あるいは自国民への悪影響とい う 「効果」と、原因行為者に対する 「実効的支配」と

を結びつけてなされる公法的規制の他国領域 への 「域外適用」に関 して、これを正当化す るため

に必要な共通の 「国際基準」の設定を極めて困難にする要素を内在させている」 という。そ して、

その要素に 「持続可能な開発」「共通ではあるが差異ある責任」「予防原則」 を挙げている。(12)

① 持続可能な開発

この概念は、「将来の世代が自らの必要 を満たす能力を損なうことなく、現在の世代の必要を

充足するような開発」(13)あるいは 「人々の生活の質的改善を、その生活を支える基礎である各

生態系の能力の範囲内で生活 しつつ達成すること」(14)と定義される。

この概念について、先進国 と途上国間で共通の認識が形成されているとはいえず、どちらかと

言えば、先進国は世代間の衡平の問題として捉 えるのに対 して、途上国は、開発の権利の方にウェ

イ トがある。 このような基本的な認識の上に立 って、ス トックホルム人間環境宣言ではその調整

が試み られているが、 リオ宣言でもそれは持ち越 しになっている。各個別の条約でその国際基準

を設定する方向で発展が見られるが、依然 として、 これが塗上国にとって 「開発」 に傾いた概念

であるとすれば、親会社の本国が外国子会社に対 して国内環境規制法を 「域外適用」することを

国際基準によって正当化する余地を当面小 さくし、また、域外適用がなされた場合の国家主権の

対立を深刻化 させる可能性を大きくするよ うに思われる。(15)

② 共通ではあるが差異ある責任

地球環境 の保護をすべての国家が協力 して実現する責任を持 っているが、同時に各国の能力に

応 じて、また特に開発途上国の個別の必要および特別の事情に十分な考慮を払 うことを義務付け

る原則である。

たとえば、気候変動枠組み条約は4条1項 で 「すべての締約国は、それぞれ共通に有 してい る

が差異のある責任、各国及び地域に特有の開発の優先順位並びに各国特有の目的及び事情を考慮」

することになっている。同7項 では、開発途上国が条約上の効果的な履行 をで きるかは、「先進

締約国によるこの条約に基づ く資金及技術移転 に関す る約束の効果的な履行に依存 してお り、経

済及び社会の開発並びに貧困の撲滅が開発途上締約国にとって最優先の事項である」 ことが述べ

られている。

このように、条約上は共通の責任としつつも、先進国と途上国間には画一の国際基準は存在 し

ないことになる。そのため、この 「共通であるが差異ある責任」の考え方は、先進国による環境

規制法の域外適用 を正当化する上では大 きな障害となり、同時に、途上国にとっては、多国籍企

業の本国の国内環境規制法を押 しつけられることになりうる。(16)
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③ 予防原則

深刻かつ回復不可能な環境損害を引き起 こすおそれがある場合には、科学的に確実な証拠が十

分でないからといって、これを理由に予防措置をとることを延期 してはならないとい う原則であ

る。(17)

より厳 しい環境基準を前 もって実施することは将来の地球環境保全にプラスになることは当然

であり、そのような国内措置を親会社国が域外適用 して外国子会社の活動を規制することは好ま

しいことである。(18)

しか し、奥脇教授は、この原則はそのような積極的な内容を持っていないのではないか述べて、

む しろ、「国家が条約によって定められる基準の実施を、原因行為と結果発生 との相当因果関係

が確実かつ客観的に立証されていないことを理由にして、サボタージュすることを抑制す るため

の原則であり、自国が誓約 した基準 を実施 している国に上乗せの基準の実施を要求するものでは

ない」(19)という。

もし、予防原則を根拠 に上乗せ基準を域外適用するとしたら、発展途上国の経済的 ・社会的な

条件を十分に考慮する義務に抵触す ることになる。(20)

(1)村 瀬 、前 掲 論 文 、132頁

(2)FrancescoFrancioni,"ExportingEnvironmentalH:azardthroughMultinationaI

Enterprises:CantheStateofOriginbeHeldResponsible?"International

ResponsibilityforEnvironlnentalHarm,p289

(3)山 本 草 二 『国 際 法 に お け る危 険 責 任 主 義 』 東 京 大 学 出版 会(1982)、340頁

(4)同 前 。 村 瀬 、前 掲 論 文 、156頁

(5>村 瀬 、 同156頁

(6)山 本 草 二 、 「無 差 別 平 等 原 則 」 『国 際 環 境 法 の 重 要 項 目』、 日 本 エ ネ ル ギ ー 法 研 究 所

(1995)、130頁

(7)同131頁

(8)同135頁

(9)畠 山武 道 「国 内 法 の適 用 に よ る越 境 汚 染 の 規 制 一 米 加 酸 性 雨 紛 争 と合 衆 国 大 気 清 浄 法 の 適

用 可 能 性 」 『国 際 法 と国 内 法 』(山 本 草 二 先 生 還 暦 記 念)、488頁

(10),村 瀬 、前 掲 論 文 、156頁

(11)同 、157頁

同 氏 は また 、 ス トッ ク ホル ム原 則23や リ:オ宣 言11原 則 な ど に 「あ る環 境 基 準 が 先 進 国 に

と って は妥 当 で あ って も途 上 国 に と っ て は 不 適 切 で あ り、 不 当 な経 済 的 ・社 会 的 負 担 を もた

らす もの と な り う る」 と言 及 され て い る よ う に、 途 上 国 に無 差 別 原 則 を 一 般 化 して い く こ と

に は 大 きな 障 害 が あ るの は事 実 だ が 、 他 方 で 、 「多 国 籍 企 業 の 子 会 社 を 受 け 入 れ た 以 上 は 、

そ の 途 上 国 と して も、 資 本 所 有 な い し経 営 管 理 と い う機 能 的 結 合 関 係 を黙 示 的 に 承 認 して い

る もの と見 な され る とす れ ば」、 「機 能 的 リ ソ ク を基 礎 と して 無 差 別 原 則 の適 用 を 主 張 す る

こ とは 、 そ れ な りに説 得 力 を もつ議 論 で は な い か 」 と述 べ て い る。

(12)奥 脇 、 前 掲 論 文 、85頁

(13)『 共 通 の未 来 』(1988)よ り

(14)国 際 自然 保 護 連 合 『新 世 界 環 境 保 全 戦 略 』(1992)よ り
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(15)奥 脇 、前 掲 論 文 、86頁

(16)同 、88頁

(17)同 、89頁

(18)同 前

(19)同 前

(20)同 前

5.お わ りに

多国籍企業は今や数:の上では少数でも、地球的環境危機に対 して大きな責任を持 っている存在

である。 しかも、大気汚染や有毒廃棄物、安全性 に欠ける生産活動に従事 しているといわれ、ま

た、自国では禁止 されているような危険な有害物質や生産 システムを途上国に輸出 しているとい

われている。

多国籍企業は様々な規模において巨大な存在になっているので、途上国にとっては、自国で操

業する多国籍企業 を規制 した り、 コソ トロールすることは極めて困難になっている。監視一つを

とってみて も、その企業に対する情報がなかった り、また公開されていなかったりして不十分な

ものとなる傾向がある。

そこで、国際 レベル、多数国間 レベルでの監視 と規制が多国籍企業には必要であると指摘 され

る。

多国籍企業を規制 しようとい う案の代表的なものは、国連の多国籍企業行動規準であるが、19

92年7月 に非公式 に廃案 となった。 このように、現実には、多国籍企業を規制す る方途は今のと

ころ成功 していない。

途上国における環境汚染の発生は、進出企業が環境損害の発生の可能性に関 して十分 な情報を

現地政府に提供 しない まま許可を得て事業を展開 したことが原因の場合カミ多い。企業が情報を独

占 してこれを隠匿 し、 また、その企業の本国政府 も調査すればそれを知 り得たにもかかわ らず、

現地政府に注意を喚起 しなかったことが、途上国の環境 に大きな損害をもた らす結果になるρ

そこで、OECDの 行動指針には企業の情報開示 に関す るものがある。 しか し、 これは、受け入

れ国の主権を尊重する立場か ら、必要に応 じて国際協力として情報提供 をす るということにす ぎ

ない。わが国の環境基本法もこの枠を超 えるものではない。

このOECDの 多国籍企業の行動指針は、先進国は、単に 「ボラソタリー ・ガイ ドライソ」にす

ぎず、強制力を持 った文書ではないと主張 し、発展途上国はこれに条約と類似の強制力を与える

ことを主張 して対立 している結果、国家を拘束す る文書 となっていない。

しか も、これを国内法制化す る動きも見 られないことからも、政府は多国籍企業の行動指針の

実施には直接には関与 しない ように思われている。(1)

このように見て くると、多国籍企業の行動をとりわけ環境保全の文脈において規制することは、

現状では困難であるので、必然的に親会社本国環境法を域外適用するという方式にならざるを得

ない。

村瀬教授によると、親会社国は、属地的管轄権や本来的属人的管轄権が存在 しない在外子会社

に対 して域外管轄権を及ぼしてきてお り、その例 として、1982年 のシベリアパイプライソ事件を

挙 げる。そこでは、米国は米国系の在外企業 を自国親会社の 「受動的下部組織」と認定 し、米国
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輸出管理法を域外適用 した。(2)

さらに、国家の事実上の管理が国家責任の基礎であるとす る1971年 のナ ミビアに関す る勧告的

意見を取 り上げ、この勧告的意見を多国籍企業における親会社国に国家責任に類推 して、親会社

国は外国子会社に対 して、事実上 これを実効的に管理 してい く能力や手段を有 しているのである

から、このような管理の実効性を基礎 として非領域的な機能的 リソクを媒介とする責任 レジーム

が多国籍企業の外国子会社による環境損害 に当てはまるとす る。(3)

同教授は、このような国家責任の転換の背景には、対象 となる 「環境損害」の内容に新たな要

素が加わ ったことが指摘されると述べる。すなわち、伝統的な国際環境法のもとで想定 されてい

た環境汚染の形態は 「物理的 ・自然的な媒体」によるの もであったが、今日の多国籍企業による

「環境汚染」は、その媒体が、親会社から子会社への経営支配や危険物資の輸出 ・有害技術移転

など、「人為的 ・経営的媒体」によるものであるという。(4)

多国i籍企業の親会社と外国子会社との紐帯は親会社の子会社 に対す る実効的支配関係による法

人格否認 の法理 によってほぼ解決がつ く問題であろうが、親会社本国と外国子会社との関係 につ

いては、様々な理論が展開 されていることは前述 したとおりである。

しか し、多国籍企業という私人の活動を親会社国がどう規制 してい くかについては、子会社受

け入れ国の領域主権との関係で難 しい問題である。だが、少な くとも、多国籍企業の親会社国は、

自国にある親会社が、その実効的に支配す る外国子会社の引 き起 こした環境損害に対 して、責任

を回避出来ないような法整備を して℃・く必要があるだろう。

(1)奥 脇 、 前 掲 論 文 、72頁

(2)村 瀬 、 前 掲 論 文 、144頁

(3)同 、144～145頁

(4>同 、146頁

(本稿は平成ユ0年度文教大学国際学部共同研究費による研究成果の一部である。)
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